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一級河川北上川水系来内川遠野第二生活貯水池建設事業及びこれに伴う市道及び穴堰付

替工事並びに県道遠野住田線付替及び改良工事に関する事業認定理由

事業の認定をした理由

申請に係る事業は、以下のとおり、法第２０条各号の要件をすべて充足すると判断され

るため、事業の認定をしたものである。

１ 法第２０条第１号の要件への適合性

申請に係る事業は 「一級河川北上川水系来内川遠野第二生活貯水池建設事業及びこれ、

」（ 「 」に伴う市道及び穴堰付替工事並びに県道遠野住田線付替及び改良工事 以下 本件事業

という ）である。。

本件事業のうち、一級河川北上川水系来内川遠野第二生活貯水池建設事業（以下「本体

工事」という ）は、法第３条第２号に掲げる河川法（昭和３９年法律第１６７号）が適。

用される河川に関する事業に該当する。また、本体工事の施行により遮断される県道、市

道及び用水路の従来の機能を維持するために施行する、県道遠野住田線付替工事、市道九

、 （ 「 」 。）重沢線付替工事 市道栃洞〆田線付替工事及び穴堰付替工事 以下 関連工事 という

は、法第３条第１号に掲げる道路法（昭和２７年法律第１８０号）による道路に関する事

業及び法第３条第５号に掲げる地方公共団体が設置する用水路に関する事業に該当する。

また、県道遠野住田線改良工事は、法第３条第１号に掲げる道路法による道路に関する

事業に該当する。

このため、本件事業は、法第２０条第１号の要件を充足すると判断される。

２ 法第２０条第２号の要件への適合性

一級河川北上川水系来内川（以下「来内川」という ）は、河川法第４条第１項の規定。

により、国土交通大臣が指定した一級河川である。また、来内川は同法第９条第２項に指

定する区間であり、河川の管理は政令で定めるところにより、当該一級河川の部分の存す

る都道府県を統括する都道府県知事が行うこととすることができることから、岩手県は本

件事業を施行する権能を有すると認められる。

県道遠野住田線（以下「本路線」という ）改良工事は、道路法第７条の規定により岩。

手県知事が県道に認定した路線であり、岩手県は、同法第１５条の規定により本路線の道

路管理者であることから、岩手県は本路線の改良事業を施行する権能を有すると認められ

る。

以上により、本件事業は、法第２０条第２号の要件を充足すると判断される。

３ 法第２０条第３号の要件への適合性

（１）得られる公共の利益
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本件事業は、北上川水系工事実施基本計画（平成６年６月２２日建設大臣認可）及び

一級河川北上川水系遠野圏域河川整備計画（平成１４年３月２９日国土交通大臣認可。

以下「河川整備計画」という ）により、年超過確率１／１００の洪水に対応するため。

定められた、北上川水系来内川遠野第二生活貯水池等建設事業全体計画（平成１４年３

月２９日国土交通大臣認可）により、計画高水流量１００ｍ ／秒を安全に流下させ、３

洪水調節及び流水の正常な機能の維持を目的として実施される生活貯水池、洪水吐きト

ンネル等の工事に係る事業である。

本件区間における来内川の現況を見るに、川幅が狭く、流下能力が３０ｍ ／秒と計３

画高水流量を大きく下回る状況にある。

来内川流域においては、昭和５６年８月２２日にかけての豪雨により、岩手県遠野市

を中心に、住家の床上浸水９１戸、床下浸水２３９戸、公共施設等の災害など甚大な被

、 。 、 、 、害が発生し その被災総額は約３２億円にも及んだ その後も 昭和６３年 平成２年

平成１１年に、台風等の豪雨により災害が発生している。

本件事業においては、河川整備計画に基づき、来内川治水対策の一環として、一級河

川北上川水系来内川遠野第二生活貯水池（以下「遠野第二生活貯水池」という ）を建。

設し、猿ヶ石川へ洪水吐きトンネルで９０ｍ ／秒を分流して、遠野第二生活貯水池直３

下の来内川の流量を１０ｍ ／秒に調節し、遠野市街地を流れる来内川の現流下能力見３

合いの３０ｍ ／秒に洪水調節することにより、遠野市街地を洪水被害から防御し、安３

全に流下させることが可能となる。

また、県道遠野住田線改良工事（以下「県道改良工事」という ）は、本体事業の施。

行に伴い遮断される県道の付替工事にあわせて、現道の線形改良、幅員拡幅を目的とす

る、道路構造令（昭和４５年政令第３２０号）第３種第４級の規格に基づく、遠野市遠

野町第２７地割字伊勢堂地内から同市同町第３１地割字女男石地内まで（以下「当該区

間」という ）の延長９８６ｍの２車線道路を建設する道路拡幅事業である。。

当該区間の現道は、未改良区間にあたり、幅員５．０ｍと狭小であり、また、曲線半

径が４０ｍと小さく見通しの悪い箇所があることから、路線バス等の大型車両の相互交

通に著しい支障をきたしている状況である。

県道改良工事により、良好な線形を有する幅員８．０ｍの２車線道路が整備され、車

両の相互交通においても、安全かつ円滑な交通が確保されるものと認められる。

本件事業は、平成１５年度に岩手県において、事業の再評価が行われており、再評価

にあたって設置された、学識経験者等の第三者から構成される岩手県公共事業評価委員

会は、本件事業の継続を了承している。

以上のことから、本件事業の施行により、洪水時における災害を防止し、来内川流域

の住民の生命及び財産並びに公共施設の安全が図られ、また、安全かつ円滑な交通が確

保されることから、公共の利益は相当程度存すると認められる。

（２）失われる利益

本件事業は、環境影響評価法（平成９年法律第８１号）及び岩手県環境影響評価条

例（平成１０年条例第４２号）により、環境影響評価が義務付けられた事業には該当

しない。
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しかしながら、起業者は、岩手県自然環境保全指針に基づき、任意に動植物調査を

実施しており、本件事業地内において、いわゆる「レッドデ－タブック （環境庁編」

集）において絶滅危惧種とされている貴重な動植物が確認されたことから、本件事業

による影響について検討を行っている。

起業者は、動植物の専門家（学識経験者）立会のもと現地調査を実施し、本件事業

による絶滅危惧種への影響について、専門家の意見・指導を受け、絶滅危惧種の食草

となる植物群等を、本件事業の改変区域外に移植し、移植後の食草等の生育及び絶滅

危惧種の生息、産卵等について確認しているものと認められる。さらに、起業者は、

本件事業完成後もモニタリング等を実施することとしている。

本件事業は、自然環境保全法（昭和４７年法律第８５号）及び自然公園法（昭和３

２年法律第１６１号）に基づき、指定された区域が含まれていないこと、起業者は本

件事業施工時に低騒音型・排出ガス対策型建設機械を使用し、騒音・排出ガスを抑制

、 。する対策を講じていること等から 自然環境に与える影響は小さいものと考えられる

史跡・文化財への影響については、文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）に

よる周知の埋蔵文化財包蔵地が本件事業地内に存することから、起業者は、岩手県教

育委員会と協議を行い、本件事業地内における埋蔵文化財発掘調査を実施し、必要に

応じて記録保存等の措置を講じている。

、 。以上を勘案すれば 本件事業の施行により失われる利益は小さいものと認められる

（３）事業計画の合理性

本件事業における来内川治水対策の手法としては、遠野第二生活貯水池建設及び洪

水吐きトンネル築造による本件事業の手法のほか、以下の方式が考えられる。

①既設遠野ダムを嵩上げ改造する方法は、地質が花崗岩で風化が激しく、止水壁が

必要となるほか、左岸部の地形が遠野ダム天端標高付近で緩勾配になっており、現在

の取り付け位置が限界であり、嵩上げすることは技術的に困難である。

②河川改修及び既設遠野ダムを改造する方法は、既設の遠野ダムの常用洪水吐きを

改造し、また、河川改修によって現在の河道を１０ｍ以上拡幅する必要があるが、河

川改修を施工することにより、沿川の移転家屋が約１００戸と多くなり、地域住民及

び良好な河川環境への影響が大きくなる。

よって、本件事業の手法が、遠野市街地の現河道に極力手をかけず、環境が保全さ

れ、地域への影響も少なく、経済的であることから、最も合理的な手法であると認め

られる。

遠野第二生活貯水池の堤体設置箇所の選定については、必要な貯水量を確保できる

こと、地形地質が堤体設置に適していること、事業用地面積及び支障物件等が少なく

経済的であること等を総合的に考慮すると、九重沢合流端から下流に向かって約３０

０ｍの範囲が妥当であると認められる。

九重沢合流端から約１９０ｍ下流に遠野第二生活貯水池堤体を築造する本件事業の

手法（中流軸案 （用地面積約１９．０ヘクタ－ル、移転家屋８戸、貯水効率１０．）

、 ） 、 （ ）６０ 事業費約１３５億円 のほか ①下流軸案 九重沢合流端から約２６０ｍ下流

及び②上流軸案（九重沢合流端から約１２０ｍ下流）が考えられる。
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①の下流軸案は、移転家屋が１０戸、用地面積に約２０．２ヘクタ－ルを要するこ

、 。 、 、とから 地域住民に与える影響が大きい また 地形的に谷幅が開いていることから

、 、 、 、堤頂長 堤体積が大きくなり 事業費に約１４６億円を要し 用地面積及び事業費が

いずれも本件事業に比べて大きくなる。

、 ． 、②の上流軸案は 用地面積は約１９ ０ヘクタ－ルと本件事業と変わらないものの

移転家屋が９戸と申請案より多く、地質面でも堅岩の落ち込みがあることにより、堤

体積が大きくなり、貯水効率が９．８８と低く、事業費も約１３９億円を要し、いず

れも本件事業に比べて劣る。

したがって、本件事業における堤体設置箇所の位置については、地域への影響、経

済性及び技術的観点等からみて、本件事業の手法が最も合理的であると認められる。

また、遠野第二生活貯水池から猿ヶ石川に放流する洪水吐きトンネルのル－ト設定

については、必要な放流量の確保ができること、地形地質がトンネルに適しているこ

と、技術的に問題がないこと、支障物件等が少なく経済的で、かつ、維持管理上安全

であること等を条件に、名所旧跡として観光地となっている五百羅漢や地域の湧水、

沢水に与える影響を考慮して検討した結果、本件事業のル－ト設定が社会的影響、技

術性及び経済性において、最も合理的であると認められる。

以上のことから、本件事業の施行により得られる公共の利益と失われる利益を比較

衡量すると、得られる公共の利益は失われる利益に優越すると認められ、また、事業

計画も合理的であると認められることから、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利

用に寄与するものと認められるので、法第２０条第３号の要件を充足すると判断され

る。

４ 法第２０条第４号の要件への適合性

（１）事業を早期に施行する必要性

、 、 、本件事業は 現河川の下流部が市街地であり 現河道拡幅を行うことが困難なため

現河川の流下能力３０ｍ ／秒において、災害を未然に防ぐために、計画高水流量１３

００ｍ ／秒を洪水吐きトンネルにより９０ｍ ／秒を分水し、洪水調節を行い、年３ ３

超過確率１／１００の洪水による災害を防止しようとするものである。

県道改良工事は、現道の線形改良、幅員拡幅を目的とする事業であり、良好な線形

を有する幅員８．０ｍの２車線道路が整備され、安全かつ円滑な交通が確保されるも

のである。

また、本件事業の存する遠野市では、平成１１年７月の豪雨災害を契機として、現

在も災害復興に努めており、本件事業の早期完成に関する要望が遠野市長からなされ

ている。

以上のことから、本件事業を早期に施行する必要性は高いものと認められる。

（２）起業地の範囲及び収用又は使用の別の合理性

本件事業に係る起業地の範囲は、河川管理施設等構造令（昭和５１年政令第１９９
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号）及び道路構造令等の規格に基づき行われる遠野第二生活貯水池建設事業等の工事

に必要な範囲で計画されているものと認められる。また、収用の範囲は、本体工事及

び関連工事並びに県道改良工事により恒久的に設置される施設の範囲にとどめられて

おり、使用の範囲についても、地下埋設の洪水吐きトンネル上の土地（トンネル保護

層区域を除く ）であり、一定の土地利用が可能であることから、収用ではなく使用。

にとどめられており、収用又は使用の別についても合理的であると認められる。

したがって、本件事業は土地を収用又は使用する公益上の必要があると認められる

ため、法第２０条第４号の要件を充足すると判断される。

５ 結論

以上のとおり、本件事業は、法第２０条各号の要件をすべて充足すると判断される。


